
◎

資 料 1

がん対策推進協議会

がん研究専門委員会 委員名簿

平成23年 2月 14日 現在

(区分別、五十音順)(敬称略 )◎…・委員長

区  分 氏  名 所 属

委  員
の だ  て つ お

野 田 哲 生 財団法人癌研究会癌研究所所長

専門委員
お お つ   あつし

大 津  敦
独立行政法人国立がん研究センター東病院
臨床開発センター長

専門委員 え
江

ぷ
父

そ
祖

ともたか

友孝
独立行政法人国立がん研究センター
がん対策情報センターがん情報・統計部長

専門委員
な お え  とも き

直 江 知 樹
国立大学法人名古屋大学大学院医学系研究科
病態内科学講座血液口腫瘍内科学教授

専門委員 ｔ
西

勧
中

よういち

洋 一
国立大学法人九州大学大学院医学研究院
臨床医学部門内科学講座呼吸器内科学分野教授

専門委員
ひらおか  まさひろ

平 岡 真 寛
国立大学法人京都大学大学院医学研究科
放射線医学講座放射線腫瘍学口画像応用治療学教授

専問委員 島
原

わ
松

ひさひろ

久 裕
国立大学法人千葉大学大学院医学研究院
先端応用外科学教授

専門委員
ま の  ひろゆき

間 野 博 行
学校法人自治医科大学医学部
ゲノム機能研究部教授



資)厚生労働省
資 料 2

平成23年 2月 14日

厚生労働省における
がん研究の推進に対する取り組み

平成23年度科学技術関係施策・予算案の概要につL)て

第3次対がん総合戦略研究事業について

健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェタト
(元気な日本復活特別枠)

()厚 生労働省

①
　
②
　
③

科学技術研究の推進に係る基本的考え方

○先端医療実現のための基盤技術の研
究

O治験・臨床研究の基盤整備の推進
○健康研究の推進     等

O新興。再興感染症等の研究
o健康危機管理対策の研究
O労働安全衛生の研究
O医療等の安全の研究
O医薬品・医療機器等のレギュラトリー
サイエンスの研究

O食品の安全の研究    等
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厚生労働科学研究について く)厚生労働省

糖尿病患者 .¨ 約237万 人 自殺死亡者数・…3万人以上

HIV感染者῭11.560人    要介護認定者 .¨約469万 人   労1助災害による死亡者数…1,075人
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障がい児口者 .… …55万 人  合計特殊出」

(死亡者の総数の30%) 精神障がい者 .… …323万 人             1 ,/‐ ‐.
B型肝炎ウイルスキヤリア…約100～ 130万人

C型肝炎ウイルスキャウア̈約150～ 190万人

健康や

厚生労働    国民の多様な二一貪眩Ωきめ細かな対応
科学研究   科学的根拠   

｀
'い~     

甲`
「安全饉安心で

嶋発  質の高い健康
笙活の実現

データは「国民衛生の動向 2010/2011」・障害者白書 (平成22年度版)よ り
(必ずしも最新のものではない場合がある)

()厚 生労働省

厚生労働科学研究費補助金制度の概要

○ 厚生労働科学研究費補助金は、国民の保健 "医療・福
・生活衛生労働安全衛生などに関する行政施策の科学的

な推進を確保し、並びに技術水準の向上を図ることを目的と
創的又は先駆的な研究や 的要請の強い諸問題

に関する研究について、原則公募の上交付。

補助金については、競争的な研究環境の形
成を行い、厚生 浄働科学研究の振興を一層推進する観点
から、厚生労働省のホームページに公募要項を掲載してお
り、また、平成20年 1月 以降については、府省共通研究開
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く)厚生労lglj省厚労科研費の研究評価等の流れ観状)

○「厚生労働省のIJ ttflJl究 開発評価に関する指11」 等に基づき、研究評価を実施。
○事前・事後の評価を通じ、研究の内容を評価  (成果についても公表 )

外部の評価委員による
書面審査・ヒアリング

び
採釧躍
獅勢価

息

寧

ム
鰊
７
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究
費
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交
付

⑤
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価
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()厚 生労 l■l省

平成23年度科学技術関係予算案の概要
平成23年度予算案

科学技術関係経費

うち厚生労働科学研究費補助金
1_504億日(1,54」箇ヨ,T2,0%_)

438餞Ⅸ 472億腱

「

7t12)

厚生労働科学研究費補助金に係る平成23年度予算案の概要

(行政政策研究分野 )

行政政策研究経費

厚生労働科学特別研究経費

長寿・障害総合研究経費

感染症対策総合研究経費

約6億円 (約 8億円)

約3億 円 (約 3億 円)

(厚生科学基盤研究分野)

先端的基盤開発研究経費

臨床応用基盤研究経費

(健康安全確保総合研究分野 )

地域医療基盤開発推進研究経費

労働安全衛生総合研究経費

食品医薬品等リスク分析研究経費

健康安全.危機管理対策総合研究経費

約53億円(約66億円)

約50億 円(約 60億円)

約5億円 (約7億円)

約1億円(約 1億円)

約25億円(約32億円)

約3億円(約4億円)

(疾病・障害対策研究分野)

成育疾患克服等次世代育成基盤研究経費  約5億 円 (約 5億 円)

第3次対がん総合戦略研究経費     約46億 円 (約68億円)

生活習慣病・難治性疾患克服総合研究経費

約 104億 円(約 131億 円)

約27億円(約31億円)

約53億円 (約66億円) (健 康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト)(※ )

難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費

57億 円(0億 円)

К:元 気なll本 復活11男 14i・ J

注)括弧内は平成22年度予算額
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1)厚 生労働省

①
　
②
　
③

厚生労働省における
これまでのがん研究の推進と現状

平成23年度科学技術関係施策・予算案の概要について

第3次対がん総合戦略研究事業について

健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト
(元気な日本復活特別枠 )

政府におけるがん対策の主な歩み

S56  悪性新生物が死亡原因の第1位となる

S582  胃がん・子富がん検診の開始

S594

S62  子宮体がん・肺がん。手しがん検診を追加

大腸がん検診を追加

H64

H104  がん検診等に係る経費の一般財源化

H13.3  地域がん診療連携拠点病院制度の隣始

11164

H186 がん対策基本法 成立
H194 がん対策基本法 施行
日196 がん対策推進基本計画 策定

対■墜」Q燿鐘盆住整農
(厚 生省 )

がん克服新10か年戦略

(厚生省、文部省、科学技術庁 )

箆運左量昼ん_■1盪産目生創整鎖
(厚生労働省、文部科学省)

`1)ヒ
トがん選伝子に関する研究

(カウイルスによるヒト発がんの研究
0発がん促進とのその抑311に 関する研究
④新しい早期診断技術の開発に関する研究
⑤新しい理論による治療法の開発に関する研究
⑥免疫の制御機構および制御物賞に関する研究

(つ発がんの分子機構に関する研究
②転移・漫溝およびがん細胞の特性に閑する研究
③がん体質と免療に関する研究
④がん予防に関する研究
⑥新しい診断技術の開発に関する研究
⑤新しい治療法の開発に関する研究
⑭がん患者のQOLに関する研究

「

―

―

Ｉ

Ｊ

「
Ｉ
Ｉ

Ｉ
Ｉ
ゴ

「
ｌ
ｉ
ｌ
Ｊ



がん対策推進基本計画の概要 (平成19年 6月 閣議決定)

(レ1'  '`l lrt(/1illlJJI11‖ 11/,1メノ)

i凛 |‖ 4ソ フ'0りしてピカlj
(3)/Jtパソむ録の‖〔11

全体目原 r/θ弔恥 ゝ

分野局」施策及びそD成果 機 動 渡 狩 a勤 の個B」目標

☆ 院内がん登録を実施し
ている医療機関を1館加

☆ 未成年者の喫煙率を
0%とする 【3年以内】

6_がんの早期発見

☆ がん検診の受診率について、
50%以上とする 【5年以内】

7.がん611究

☆ がん対策に贅する研
究をよリー層推進

②緩不0ケア ③在宅医療 ガイドラインの作成

☆ すべての拠点病院において、放射線療法及び外来化学療法を実施
【5年以内】

☆ すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケアについて
の基本的な矢0識を習得 【10年以内 (

☆ 全ての2次医療圏におい
て、概ね 1箇所程度拠点病院
を設置 【3年以内】

☆ 5大がんに関する地i或連携
クリティカ,り

・ヽスを整備 【5年以
内】

☆ 全ての2次医療圏にお
いて、相談支援センター
を概ね 1箇所以上整備
【3年以内】

第 3次 対 が ん 総 合 戦 略 研 究 事 業 の 概 要

○がん臨床研究

◎一般公募型

◎指定型

Ｈ

∫
■
≪

分野1主に政策分野に関する研究

分野2診断・診療分野に関する研究

このほか、着手育成型研究も実施
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第 3次対 が ん 総 合 戦 略 研 究事 業 (第 3次対がん総合戦略研究・がん臨床研究)

がん |ま 、我が国の死亡原因の第1位であり、年間34万人以上の国民が亡くなり、3人に1人ががんで死亡している。

がん対策基本法 (平成19年 4月 施行)

・・基本理念、基本的施策として「研究の推進」が明記

がん対策推進基本計llll(平成19年 6月 閣議決定)

…がん患者を含めた国民の視点に立った「がん対策」の実施

① がんによる死亡者の減少(年齢調整死亡率(75歳未満)の20%減少

② すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上

○発がんの分子基盤に関する研究

発がんの遺伝子異常について、多くの臨床材料等を対象とした詳細な

検討を行い。難治がん及び日本人で頻度の高いがんを中心に、多段
階発がん過程の分子機構を明らかにする。       .

○がんの臨床的特性の分子基盤に関する研究

がんの個性を規定する分子機構や、通法学的背機・

がんに対する応答などの宿主の個性を解明する。

○革新的ながん予防法の開発に関する研究

発力くんに関与するウイルスに対するワクチン、ハ

″轟 よ 」 :募 謡 県澱 覇 編 健

.

目指す。             |

〇がん患者のQOLに関する研究

QOLを保つたがん治療体系の構築、cancer

surv市 o4こ対する医療資源の整備などによ

り、がん患者のQO上の飛躍的向上を目指す。 ,

0政策分野に関する研究
質の高いがん医療水準の均てん化を推進すること
を目棟に、1専『5的なが

～
医療従事者の育成やがん

診療連携拠点病院の整備等に関する研究、がん患
者のQOLの向上を目的とした医療体制の整備に関
する研究、′卜児がん患者の医療体制の整備に関す
る研究等を推進していく。

O革新的な診断技術の開発に関する研究

新たなバイオマーカーの同定とその活用による医療機器や診断方法の開
発、革新的技術を活用したがん検診方法の開発など、がん検診・がん診
断の精度・効率の飛躍的向上を目指す。

0革新的な治療法の開発に関する研究
高度な技術を応用した革新的治療法、がんの免疫ワク
チンや治療分子標的の同定等によるテニラーメイド医療
の確立により、がん治療成績の飛躍的向上を目指す。

○診断・治療分野に関する研究

診断治療に対するエビデンスの確立に資する多
施設共同研究により、転移・再発・進行がん等を
含めたがんの標準的治療法の開発等を推進す
る。また、諸外国での標準治療で我が国では導
入されていない薬剤の効能等の追加開発推進
する。さらに、希少がんや小児がんの標準的治
療法の確立につながる研究を推進していく

Q)厚生労働省

厚生労働省における
これまでのがん研究の推進と現状

平成23年度科学技術関係施策,予算案の概要について

第3次対がん総合戦略研究事業について

健康長寿社会実現のためのライフロイノベーションプロジェクト

(元気な日本復活特別枠 )

①
　
②
　
③
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()厚 生労働 省

難病・がん等疾患分野の研究成果の実用化の推進や日本発の革新的な医薬品・医療機器の
上もに、国際競争力強化による経済成長に貢献:

〇難病 :/OKん等の疾患分野 の医療の実ITliヒ研究事業                     【57博 FDl】

・難病やがん等の疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技a子の臨床実現化のための研究等を推進する。
※難病に関する研究は、既存の事業とあわせてloO億 Fl(う ち特別枠20億 円)

0日 本発cν」Kん ツクチン景法 l― よる革新的力t/v治 療の llll発 ワl究事業          【13億円 (再掲)】
・がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上に資する新たな治療法として、日本発のがんワクチン療法の実用化に向け

た臨床開発研究を強力に推進する。

○世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点整備事業       【33億円 (一部再掲 )】

・ヒトに初めて新規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点を整備するため、対象医療機関における人材の確保、診断機器の整備等
に係る財政支援を行う。 (がん等の重点疾患分野ごとに拠点を選定し、計5箇所を整備する予定。)

○先端医療技術等の開発・ 研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター)          【43億円】
・国立高度専F9医療研究センターの豊富な症例数、専F彎性等を活かし、バイオリソース (血液等の生体試料)の蓄積、先端医療技術等のllll発 を

進めるとともに、知的財産管FFの ための人材確保を行う。

○日本発シーズの実用化 に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業          【99百万円】
。日本発シーズ (医薬品・医療機器の候補となる物質・技術等)の実用化に向けて、産学官からなる懇談会を設置し、相談対象範囲の選定等を
検討した上で、大学・ベンチャー等を対象に、治験に至るまでに必要なlPt験や有効性・安全性の評価法等にかかる実質的・実務的な相談 (薬

事戦略相談)に応じる。

○医療情報データベース基盤整備事業                          【3.7億 円】
・全国の大学病院等5鶴所に1,000万 人規模のデータを収集するための医療情報データベースを構築するとともに、独立行政法人 医薬品医療機

器総合機構に情報分析システムを構築し、医薬品等の安全対策を推進する。
※基盤整備に必要な経費の1/2を国が負担し、残りの1/2は (独)医薬品医療機器総合機構が負担

○福祉用具・介護 ロボ ッ ト実用化支援事業                        【83百万円】
・福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等を対象として、臨床的評価や介護保険施設等におけるモニ

ター調査等を実施する。

４

“

心の健康のための精神・神経疾患の克鵬

:現状認籠と課題〕
・臨床ネットワークの構築、医療と地域生活の支援の融合が重要。

:課題解決の取組〕
O効果的な地域精神科医療モデルの開発・普及
・地域生活中心の精神科医療の普及を加速化。

6.新薬・医療機器の割出

【現状認購と嫁題】
。前臨床研究から臨床研究まで一貫した推進体制の欠如。

【鰊爆解決の取緩〕
○再生医療の臨床実現化のハイウエイ
・iPS細胞、ES細胞等を蒲いての、世界に先駆けた再生医療技術創出の
ための臨床研究を行い得る医療機関に対し、具体的なプロジェクトによる
基盤整備を実施。開発環境の加速的な構築を図る。

I現 状認識と課麟〕
・海外に先行した日本発の医薬品。医療機器の創出が必要。

1課 題解決の取組】
○臨床試験拠点推進研究事業
・ヒトに初めて投与・使用する試験等、新規医薬品・医療機器の有効性

1  や安全性を早期・探索的に評価する研究を推進。

:.離需(難治性疾感)の克JE

r'j鷺 状餞饉と鮮題〕
・がんは国民最大の死亡原因であり、今後更に増加。

【課題解決の取組 l

Oがんワクチンの開発など新たな診断 。治療技術の確立

:国際的に先進性や革新性を持つ技術について、新たに研究を推

多`くの難治性疾患各々に、診断基準、治療法の確立等を目的に研究を
着実に実施。

i鰺麟解決の取機〕
O次世代遺伝子解析装置利用による疾患遺伝子等の同定

『患者等の協力を得て、神経難病 (ハ
・―キンソン病など)等の原因を遺伝子レ

解明し、特定の疾患の罹りやすさ及び薬剤の効果などの遺伝
把握及び治療法の開発を目指す。

状露議とば瞳】
・ウイルス性肝炎は国内最大級の感染症であり、放置することで肝
硬変や肝がんといった重篤な疾病に進行。

1課題解決の取緯

'Olt合的な肝炎対策研究
1月 に施行された肝炎対策基本法の趣旨を踏まえ、

こ推進するための基盤となる研究を推

-7-



ぐf)厚生労働省 健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジエクト平成2索義芋算案131億円(要望額:2331t_円 )

(日 本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発事業 13億円(30億円)

日本発の革新的がんワクチン療法の開発

「質の高い臨床研究を行い、副作用が少なく、有効性の高いがんワクチン療法の確立と実用化を目指す」

【背景】 【事業イメージ(実用化までの日―ドマップ)】
1 我が国のがんワクチンに対する基礎的・免疫学的研究の国際的な

|

1募にて課題を選定し、計画的かつ継続的に臨床研究を実施する。

| また、臨床研究の実施にあたっては、研究評価委員会や既存

li][   鮮

鰤 冬

|【 目1凛】
がん対策推進基本計画において

Oがんによる死亡者の減少

O
を全体日標として掲げているところ。

日株実現のために、本事業ては日本発のがんワクチン療法を確立し、

膵がんや肺がんなどの難治性がんを含めた各種がんの治療成績を

ヒ壁サ費空設竺望?2士雷_里 :

2011

2011-2014

がんワクチンの開発研究
これまで開発されたシーズをもとに、国際戦略を踏まえ、
で適合性の高い●LA型 に対応したがんヮクチンの開発等、
クチン療法の開発rllT究を行う。

臨床研究・リバース臨床研究
0がんワクチンの国内の多施設共同による臨床研究の実施
O臨床研究に基づくリバース臨床研究の遂行

(安 全性の評価・免疫学的反応・臨床効果の検討)

薬剤承認に向けた臨床試験
がんワクチンの医薬品としての承認に向けた企業連携と医師主
導型臨床試験の実施

が
ん
患
者
の
人
生
の
質
の
向
上

力tんワクチ:

・00Lを維持した生存期間の延長     ・日本発のがんヮクチン創薬による
。日常生活(仕事等)とがん治療の両立   国際競争力の向上
・再発予防効果による人生の質の改善   。日本での医療経済の持続的発展
・外来療法・軽微な副作用による医療費間1減 ・パイオ医薬品研究分野の人材育成 等
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一
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一
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一

ライフ 0イ ノベーションの一体的推進
～健康社会と経済成長との日立～

《 文部科学省・厚生労働省・経済産業省の三省協働で一体的に推進 》
※ 平成23年度予算案 :300億円(文部科学省104億円、厚生労働省 131億 円、経済産業省65億円 )

※ 平成22年度補正予算 :86億円(経済産業省 )

○「新成長戦略」を踏まえ、ライフ・イノベーションの中でも、経済・社会二一ズ、緊急性が極めて高いものに重点化。文部
科学省、厚生労働省、経済産業省の縦割りを排除し、三省協働で一体的に推進する。

○もつて、疾患・障害の克服による健康長寿社会の実現と国際競争力の強化による経済成長を実現する。

f《協働の基本方針》
:。 文部科学省 大学等を中心に基礎研究を推進し、産業応用及び臨床
:       研究へと繋げるための取組を実施する。
:。 厚生労働省 基礎研究の成果を踏まえ、日本発のシーズを有する企業、
:       研究機関と連携しつつ治験・臨床研究を推進し、医療
:       への実用化に繋げる。

≒TTi.[寧馨「聾芋露螢霙貫零雫[1..T.…r

文部科学省
厚生労働省
経済産業省

◆

〈■11:IIlλ員艇蓋面菫滋壺裏血__ _    1、 _難病(難治性疾患)や肝炎な畳璽堕堕上菫願な疾患の克服
__;′
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